
平成30年12月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕(連結)

四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有

四半期決算説明会開催の有無 ： 有(機関投資家向け)

1.平成30年12月期第2四半期の連結業績(平成30年1月1日～平成30年6月30日)

(注) 1. 当社は、平成29年12月期(前期)より決算期を3月31日から12月31日に変更しました。これに伴い、当第2四半期(平成30年1月1日から
平成30年6月30日)と比較対象となる前第2四半期(平成29年4月1日から平成29年9月30日)の期間が異なるため、対前年同四半期増減率
については記載していません。

2. EBITDAは、営業利益＋減価償却費＋のれん償却額としています。

2．配当の状況

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3．平成30年12月期の連結業績予想(平成30年1月1日～平成30年12月31日)

(注) 1. 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
2. 平成29年12月期(前期)は、決算期変更により9カ月間の変則決算となっていますので、対前期増減率については記載していません。
3. EBITDAは、営業利益＋減価償却費＋のれん償却額としています。

(参考) 下記の%表示(調整後増減率)は、前期連結業績を12カ月間(平成29年1月1日から平成29年12月31日)に調整して当期業績予想と比較した

増減率です。なお、12カ月間(平成29年1月1日から平成29年12月31日)に調整した前期連結業績は、監査手続の対象外です。
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(1)連結経営成績(累計) (%表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 EBITDA 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 %

30年12月期第2四半期 72,542 ― 132 ― △4,476 ― △5,954 ― △6,754 ―
29年12月期第2四半期 95,015 84.0 7,157 124.0 1,839 ― 2,216 ― 1,841 ―

(注) 包括利益 30年12月期第2四半期 △9,453 百万円 ( ―%) 29年12月期第2四半期 7,408 百万円 ( ―%)

1株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
1株当たり

四半期純利益
円 銭 円 銭

30年12月期第2四半期 △133.77 ―
29年12月期第2四半期 38.88 35.38

(2)連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 %

30年12月期第2四半期 199,497 83,372 41.7
29年12月期 225,160 94,054 41.7

(参考) 自己資本 30年12月期第2四半期 83,129 百万円 29年12月期 93,815 百万円

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年12月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00

30年12月期 ― 15.00

30年12月期(予想) ― 15.00 30.00

(%表示は、対前期増減率)

売上高 EBITDA 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

1株当たり
当期純利益

百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 % 円 銭

通 期 217,000 ― 20,000 ― 10,200 ― 9,000 ― 7,000 ― 138.92

売上高 EBITDA 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属

する当期純利益
(単位：百万円)

通 期 217,000 12.2% 20,000 32.4% 10,200 154.7% 9,000 82.3% 7,000 161.1%



※ 注記事項

(注) 詳細は、添付資料11ページ「2.四半期連結財務諸表及び主な注記 (4)四半期連結財務諸表に関する注記事項(四

半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)」をご覧ください。

(3)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(注) 第1四半期より減価償却方法の変更を行ったことにより、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別する

ことが困難な場合」に該当しています。詳細は、添付資料11ページ「2.四半期連結財務諸表及び主な注記 (4)四

半期連結財務諸表に関する注記事項(会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示)」をご覧ください。

(4)発行済株式数(普通株式)

※ 四半期決算短信は公認会計士または監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料4ページ「1.当四半期決算に関する定性的情報(3)連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。

当社は、平成30年8月7日(火)に機関投資家向け決算説明会を開催する予定です。この説明会で配布する資料につ

いては、開催にあわせて当社ウェブサイトで掲載する予定です。

(1)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ― 社 (社名) 、除外 ― 社 (社名)

(2)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 30年12月期2Ｑ 50,855,638株 29年12月期 50,810,369株

② 期末自己株式数 30年12月期2Ｑ 415,951株 29年12月期 172,310株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 30年12月期2Ｑ 50,488,245株 29年12月期2Ｑ 47,367,823株
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1.当四半期決算に関する定性的情報

前連結会計年度より決算期を3月31日から12月31日に変更しました。これに伴い、決算期変更の経過期間である前連結会計

年度は2017年4月1日から2017年12月31日までの9カ月間となっています。このため、以下の記述において、当第2四半期連結累

計期間の業績は前年同一期間である2017年1月1日から2017年6月30日までの業績と比較しています。

(1) 経営成績に関する説明

当第2四半期連結累計期間におけるグローバル経済情勢を振り返りますと、足元では保護主義的な経済政策の台頭やこれ

に伴う通商摩擦への懸念など、先行きに不透明感が広がっているものの、実体経済は堅調を維持しました。アメリカでは個人消

費や設備投資の増加などにより景気の回復が継続しました。欧州では景気は緩やかに回復し、中国をはじめとするアジア新興

国では景気は持ち直しの動きがみられました。わが国の経済については、景気は緩やかな回復基調を続けています。

当社グループは、2018年1月1日から運用を開始した第6次中期経営計画において、コンシューマー・エレクトロニクス(IT)、自

動車、医療機器、高機能パッケージ資材の4市場を重点市場と定め、これまでに獲得・構築した事業基盤を最大限に活用した

グローバルベースの成長戦略の実現により、事業ポートフォリオの組み換え・最適化をさらに発展させたバランス経営の完成を

目指しています。当第2四半期連結累計期間においては、メディカルテクノロジー事業がアメリカの医療機器メーカーを相次い

で買収するなど中期経営計画の成長戦略を着実に実行しましたが、主力のディバイス事業ではスマートフォン向けを中心に製

品需要は当初想定を大きく下回り、同事業の売上高は前年と同水準にとどまりました。

これらの結果、当第2四半期連結累計期間の業績は、売上高は725億42百万円(前年同期比2.1%増)、利益面ではEBITDAは

1億32百万円(前年同期比95.6%減)、営業損失は44億76百万円(前年同期は24億80百万円の営業損失)、経常損失は59億54百

万円(前年同期は28億43百万円の経常損失)、親会社株主に帰属する四半期純損失は67億54百万円(前年同期は46億7百万

円の親会社株主に帰属する四半期純損失)となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりです。

なお、第1四半期連結会計期間より、従来「ライフイノベーション」としていた報告セグメントの名称を「メディカルテクノロジー」

に変更しています。この変更はセグメント名称の変更であり、セグメント情報に与える影響はありません。なお、前第2四半期連

結累計期間のセグメント情報についても変更後の名称で記載しています。 

産業資材

産業資材は、さまざまな素材の表面に付加価値を与える独自技術を有するセグメントです。プラスチックの成形と同時に加飾

を行うIMDおよびIMLは、グローバル市場で自動車、家電製品、スマートフォンなどに広く採用されています。また、金属光沢と

印刷適性を兼ね備えた蒸着紙は、飲料品や食品向けの高機能パッケージ資材としてグローバルベースで業界トップのマーケッ

トシェアを有しています。

当第2四半期連結累計期間においては、主力の自動車向け加飾分野を中心として製品需要は概ね想定通りに推移しました

が、一部の海外工場で生産歩留まりが当初想定を下回るなど、品質コストの削減に課題が残りました。

その結果、当第2四半期連結累計期間の連結売上高は233億38百万円(前年同期比2.8%減)となり、EBITDAは22億53百万円

(前年同期比7.9%減)、セグメント利益(営業利益)は4億2百万円(前年同期比20.7%減)となりました。
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ディバイス

ディバイスは、精密で機能性を追求したディバイスを提供するセグメントです。主力製品であるフィルムタッチセンサーはグ

ローバル市場でスマートフォン、タブレット、携帯ゲーム機、産業用機器、自動車などに幅広く採用されています。このほか、気

体の状態を検知するガスセンサーなどを提供しています。

当第2四半期連結累計期間においては、主力のスマートフォン向けの製品需要が急減し、生産部門の稼働率が大きく低下、

事業収益を圧迫しました。

その結果、当第2四半期連結累計期間の連結売上高は320億12百万円(前年同期比1.4%増)となり、EBITDAは15億98百万円

のマイナス(前年同期は14億88百万円のプラス)、セグメント損失(営業損失)は30億86百万円(前年同期は8億19百万円のセグメ

ント損失(営業損失))となりました。

メディカルテクノロジー

メディカルテクノロジーは、医療機器やその関連市場において高品質で付加価値の高い製品を提供し、人々の健康で豊か

な生活に貢献することを目指すセグメントです。心疾患分野などの手術用器具や医療用電極などを主力製品としており、現在

はグローバルベースで大手医療機器メーカー向けの受託生産事業(製品設計～開発～生産の一連の工程を手がける事業)を

展開するとともに、病院向けに自社ブランド品を生産・販売しています。

当第2四半期連結累計期間においては、主力の受託生産分野を中心に製品需要は堅調に推移しました。一方、製品設計や

開発能力など事業の付加価値を高める目的で実施した企業買収やその経営統合などに一時的な費用が発生しました。

その結果、当第2四半期連結累計期間の連結売上高は99億87百万円(前年同期比16.5%増)となり、EBITDAは8億6百万円

(前年同期比359.8%増)、セグメント損失(営業損失)は24百万円(前年同期は6億19百万円のセグメント損失(営業損失))となりまし

た。

情報コミュニケーション

情報コミュニケーションは、出版印刷、商業印刷、セールスプロモーションなど、さまざまな製品・サービスを提供し、お客さま

企業のマーケティング戦略や広告宣伝・販売促進などのコミュニケーション戦略全般をサポートしています。

当第2四半期連結累計期間においては、主力の商業印刷分野で情報メディアの多様化における印刷物の減少などの影響が

あり、事業環境は厳しいものとなりました。

その結果、当第2四半期連結累計期間の連結売上高は69億94百万円(前年同期比3.0%増)となり、EBITDAは1億21百万円の

マイナス(前年同期は99百万円のマイナス)、セグメント損失(営業損失)は2億45百万円(前年同期は2億1百万円のセグメント損

失(営業損失))となりました。
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(2) 財政状態に関する説明

①資産、負債および純資産の状況

当第2四半期連結会計期間末における総資産は1,994億97百万円となり、前連結会計年度末(2017年12月期末)に比べ

256億63百万円減少しました。

流動資産は899億29百万円となり、前連結会計年度末に比べ237億76百万円減少しました。主な要因は、商品及び製品

が83億82百万円増加した一方、現金及び預金が139億56百万円、受取手形及び売掛金が174億41百万円減少したこと等に

よるものです。

固定資産は1,095億67百万円となり、前連結会計年度末に比べ18億87百万円減少しました。主な要因は、のれんが1億81

百万円増加した一方、顧客関係資産が5億35百万円、投資有価証券が15億49百万円減少したこと等によるものです。

当第2四半期連結会計期間末における負債は1,161億24百万円となり、前連結会計年度末に比べ149億81百万円減少し

ました。

流動負債は820億87百万円となり、前連結会計年度末に比べ151億2百万円減少しました。主な要因は、短期借入金が

201億94百万円増加した一方、支払手形及び買掛金が259億47百万円減少したこと等によるものです。

固定負債は340億36百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億21百万円増加しました。主な要因は、その他有価証券の

時価の変動等によりその他に含まれる長期繰延税金負債が8億89百万円減少した一方、長期借入金が11億1百万円増加し

たこと等によるものです。

当第2四半期連結会計期間末における純資産は833億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ106億82百万円減少し

ました。

②キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結累計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に

比べ139億33百万円減少し、153億58百万円となりました。

当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

なお、前連結会計年度より決算期を3月31日から12月31日に変更しました。これに伴い、当第2四半期連結累計期間(2018

年1月1日から2018年6月30日)と前第2四半期連結累計期間(2017年4月1日から2017年9月30日)の対象期間が異なるため、

前年同四半期比については記載していません。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は231億89百万円となりました。これは主に売上債権の減少額として174億19百万円計上し

た一方、税金等調整前四半期純損失として57億20百万円、たな卸資産の増加額として96億8百万円、仕入債務の減少額と

して278億7百万円計上したこと等によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は98億86百万円となりました。これは主に有形及び無形固定資産の取得として78億42百万

円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の取得として14億98百万円支出したこと等によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は203億46百万円となりました。これは主に短期借入金の純増額として202億30百万円計上

したこと等によるものです。

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2018年12月期の通期の業績予想につきましては、2018年5月10日の公表から変更はありません。
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2.四半期連結財務諸表及び主な注記

(1)四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2017年12月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2018年6月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 29,790 15,833

受取手形及び売掛金 48,140 30,698

商品及び製品 10,474 18,857

仕掛品 8,055 9,558

原材料及び貯蔵品 7,095 6,888

その他 10,442 8,349

貸倒引当金 △292 △257

流動資産合計 113,705 89,929

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 25,495 29,230

機械装置及び運搬具（純額） 10,731 10,746

工具、器具及び備品（純額） 2,501 2,862

土地 6,099 6,192

リース資産（純額） 1,793 1,617

建設仮勘定 5,934 2,003

有形固定資産合計 52,555 52,652

無形固定資産

商標権 3,569 3,405

ソフトウエア 944 973

のれん 23,645 23,827

技術資産 2,269 2,065

顧客関係資産 6,306 5,770

その他 891 962

無形固定資産合計 37,627 37,005

投資その他の資産

投資有価証券 20,299 18,750

その他 1,457 1,626

貸倒引当金 △485 △467

投資その他の資産合計 21,271 19,909

固定資産合計 111,455 109,567

資産合計 225,160 199,497
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2017年12月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2018年6月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 52,862 26,915

電子記録債務 8,909 6,480

短期借入金 10,669 30,863

1年内返済予定の長期借入金 1,356 1,785

未払法人税等 1,441 281

賞与引当金 1,930 1,895

役員賞与引当金 60 35

役員株式給付引当金 138 -

その他 19,821 13,830

流動負債合計 97,190 82,087

固定負債

社債 2,940 2,840

長期借入金 13,514 14,616

役員株式給付引当金 - 24

退職給付に係る負債 4,373 4,487

その他 13,087 12,069

固定負債合計 33,915 34,036

負債合計 131,105 116,124

純資産の部

株主資本

資本金 12,069 12,119

資本剰余金 15,460 15,510

利益剰余金 50,653 43,139

自己株式 △327 △907

株主資本合計 77,856 69,862

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,875 10,888

為替換算調整勘定 3,687 1,994

退職給付に係る調整累計額 395 384

その他の包括利益累計額合計 15,958 13,266

非支配株主持分 239 243

純資産合計 94,054 83,372

負債純資産合計 225,160 199,497
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(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第2四半期連結累計期間

(単位：百万円)

前第2四半期連結累計期間
(自 2017年4月1日
至 2017年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2018年1月1日
至 2018年6月30日)

売上高 95,015 72,542

売上原価 80,719 62,954

売上総利益 14,296 9,587

販売費及び一般管理費 12,456 14,064

営業利益又は営業損失（△） 1,839 △4,476

営業外収益

受取利息 30 54

受取配当金 190 192

為替差益 572 -

その他 97 127

営業外収益合計 891 374

営業外費用

支払利息 394 363

持分法による投資損失 28 131

為替差損 - 1,312

その他 91 44

営業外費用合計 514 1,852

経常利益又は経常損失（△） 2,216 △5,954

特別利益

固定資産売却益 6 143

投資有価証券売却益 215 -

関係会社株式売却益 - 354

国庫補助金 43 58

特別利益合計 265 557

特別損失

固定資産除売却損 35 287

投資有価証券評価損 - 1

工場閉鎖損失 54 -

事業所移転費用 - 33

特別損失合計 89 323

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

2,392 △5,720

法人税等 567 1,050

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,825 △6,770

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △16 △16

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

1,841 △6,754
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四半期連結包括利益計算書

第2四半期連結累計期間

(単位：百万円)

前第2四半期連結累計期間
(自 2017年4月1日
至 2017年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2018年1月1日
至 2018年6月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,825 △6,770

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,685 △976

為替換算調整勘定 1,919 △1,653

退職給付に係る調整額 △23 △12

持分法適用会社に対する持分相当額 1 △41

その他の包括利益合計 5,582 △2,683

四半期包括利益 7,408 △9,453

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 7,421 △9,446

非支配株主に係る四半期包括利益 △13 △7
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(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前第2四半期連結累計期間
(自 2017年4月1日
至 2017年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2018年1月1日
至 2018年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

2,392 △5,720

減価償却費 4,584 3,844

のれん償却額 733 764

工場閉鎖損失 54 -

事業所移転費用 - 33

賞与引当金の増減額（△は減少） 288 △24

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20 △24

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 19 △114

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） 28 △60

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4 △22

受取利息及び受取配当金 △220 △247

支払利息 394 363

為替差損益（△は益） △446 911

持分法による投資損益（△は益） 28 131

投資有価証券売却損益（△は益） △215 -

関係会社株式売却益 - △354

固定資産除売却損益（△は益） 28 143

売上債権の増減額（△は増加） △17,372 17,419

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,472 △9,608

仕入債務の増減額（△は減少） 22,589 △27,807

その他 △8,671 △1,256

小計 △1,271 △21,628

利息及び配当金の受取額 218 226

利息の支払額 △391 △362

法人税等の支払額 △860 △1,464

法人税等の還付額 789 39

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,514 △23,189

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △7,769 △7,842

有形固定資産の除却による支出 △4 △201

有形及び無形固定資産の売却による収入 - 142

投資有価証券の取得による支出 △25 △4

投資有価証券の売却による収入 226 7

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の取得に
よる支出

- △1,498

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の売却に
よる収入

- 317

事業譲受による支出 △280 △697

その他 △171 △110

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,024 △9,886
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(単位：百万円)

前第2四半期連結累計期間
(自 2017年4月1日
至 2017年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2018年1月1日
至 2018年6月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,027 20,230

長期借入れによる収入 654 2,905

長期借入金の返済による支出 △776 △1,166

支払手数料の支払額 △19 △10

リース債務の返済による支出 △131 △133

自己株式の取得及び売却による収支 0 △717

配当金の支払額 △699 △761

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,056 20,346

現金及び現金同等物に係る換算差額 786 △1,202

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 303 △13,933

現金及び現金同等物の期首残高 22,090 29,291

決算期変更に伴う現金及び現金同等物の減少額 △289 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 22,105 15,358
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(4)四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

当社は、2018年2月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式294,300株を715百万円で取得しました。なお、2018年2月

15日において、2018年2月14日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得を終了しています。また、当第2四半期連結累

計期間において、「株式給付信託(BBT)」制度に基づき、信託から取締役等に対して、自己株式34,200株を株式給付したほか、

自己株式17,000株を処分の上、金銭給付したことにより、自己株式が137百万円減少しました。これらの影響により、当第2四半

期連結会計期間末における自己株式は907百万円となりました。

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)

税金費用の計算

税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益または税引前当期純損失に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益または税引前四半期純損失に当該見積実効

税率を乗じて計算しています。ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しています。

(会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

有形固定資産の減価償却方法の変更

有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法については、従来、当社および国内連結子会社は主として定率法、在外

連結子会社は定額法を採用していましたが、第1四半期連結会計期間より当社および国内連結子会社は定額法に変更してい

ます。当社グループは、当連結会計年度を初年度とする第6次中期経営計画を策定し、これまでに構築した事業基盤を最大限

に活用したグローバルベースの成長戦略を実現していくにあたり、当社および国内連結子会社の有形固定資産の稼働状況を

検討したところ、設備は安定的に稼働することが見込まれることから、今後は減価償却費を耐用年数期間にわたり均等に費用

配分することがより適切であると判断し、定額法に変更したものです。

これにより、従来の方法と比べて、当第2四半期連結累計期間の営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純損失は

それぞれ649百万円減少しています。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。
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(セグメント情報)

Ⅰ 前第2四半期連結累計期間(自 2017年4月1日 至 2017年9月30日)

1．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

(注) 1. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、造園事業等を含んでいます。

2. セグメント利益または損失(△)の調整額△1,178百万円には各報告セグメントに配分していない全社費用等が含まれてい

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

3. セグメント利益または損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

Ⅱ 当第2四半期連結累計期間(自 2018年1月1日 至 2018年6月30日)

1．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

(注) 1. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、造園事業等を含んでいます。

2. セグメント利益または損失(△)の調整額△1,559百万円には各報告セグメントに配分していない全社費用等が含まれてい

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

3. セグメント利益または損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

2．報告セグメントの変更等に関する事項

(報告セグメントの名称の変更)

第1四半期連結会計期間より、従来「ライフイノベーション」としていた報告セグメントの名称を「メディカルテクノロジー」に変

更しています。この変更はセグメント名称の変更であり、セグメント情報に与える影響はありません。なお、前第2四半期連結累

計期間のセグメント情報についても変更後の名称で記載しています。

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、有形固定資産(リース資産を除く)の減価償

却の方法については、従来、当社および国内連結子会社は主として定率法、在外連結子会社は定額法を採用していました

が、第1四半期連結会計期間より当社および国内連結子会社は定額法に変更しています。

これにより、従来の方法と比べて、当第2四半期連結累計期間のセグメント利益は、「産業資材」で33百万円増加し、「その

他」で0百万円減少しています。また、セグメント損失は、「情報コミュニケーション」で7百万円増加し、「ディバイス」で532百万

円、「メディカルテクノロジー」で0百万円それぞれ減少しています。

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)3産業資材 ディバイス

メディカル
テクノロ

ジー

情報コミュ
ニケーショ

ン
計

売上高

外部顧客への売上高 24,195 55,289 8,996 6,363 94,845 170 95,015 ― 95,015

セグメント間の内部売上高
または振替高

345 713 ― 30 1,089 934 2,024 △2,024 ―

計 24,540 56,003 8,996 6,394 95,934 1,104 97,039 △2,024 95,015

セグメント利益または
損失(△)

1,154 1,916 216 △329 2,958 59 3,017 △1,178 1,839

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)3産業資材 ディバイス

メディカル
テクノロ

ジー

情報コミュ
ニケーショ

ン
計

売上高

外部顧客への売上高 23,338 32,012 9,987 6,994 72,333 209 72,542 ― 72,542

セグメント間の内部売上高
または振替高

464 402 ― 47 913 877 1,791 △1,791 ―

計 23,802 32,414 9,987 7,041 73,247 1,086 74,334 △1,791 72,542

セグメント利益または
損失(△)

402 △3,086 △24 △245 △2,953 36 △2,917 △1,559 △4,476
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